　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一般社団法人食農健会員規約

第1条（目的）
当団体は、広く一般市民に対して、食、農業及び健康等に関する知識の普及、啓発及び教育事業、調査、研究及び支援事業を国、地方自治体、企業、団体等と連絡及び協力等を行い、農林水産業の振興と健康の増進の目的に向けた活動をおこなう。
第2条（名称）
本団体は、一般社団法人食農健という。
第3条（会員）
本団体の会員は、次の3種とする。
特別会員   本団体と一体となり、包括的な業務推進体制を共に構築する法人または個人。
正会員 　　本団体と理念を共有し、協力しあい、事業に取り組む法人または個人。
賛助会員　 本団体の目的に賛同して入会の申し込みをし、理事会にて入会を承認された法人または個人。
第4条（入会申込等）
1. 本団体の会員になろうとする者は、別に定める入会申込書を代表理事宛に提出しなければならない。
2. 代表理事は、前項の申し込みがあったときは、理事会で、第5条の定めに従い、入会の承認・不承認を決定し、これを入会申込者に対し通知する。
3. 第6条に定める会費の納入日を入会日とする。
第5条（会員資格基準）
本団体の会員になろうとする者が第4条の申し込みがあったとき、理事会は、以下の何れかの項目に該当する場合、入会を承認しないことがある。
1. 本団体の趣旨を理解されていないと判断される場合
2. 過去に規約に違反したことを理由として除名または退会処分をうけたことがある
3. 第4条の入会申込書の記載事項に、虚偽記載、誤記または記入漏れがあるとき
4. 会員になろうとするものの事業または商品が法令に違反するとき、または著しく社会規範に反するとき、また、その恐れがあると理事会で決議したとき
5. その他、本団体が不適切と判断したとき
第6条（会費）
1. 特別会員、正会員、賛助会員の会費は次の通りとする。
1) 特別会員　入会金1,200,000円 月会費100,000円（消費税を含む）
2) 正会員　　入会金  500,000円 月会費 15,000円（消費税を含む）
3)　賛助会員　入会金　　　　0円 月会費 15,000円（消費税を含む）
2.会員は、 第4条第2項により理事会からの入会を承認され、通知を受けた後、速やかに入会金、会費を納入しなければならない。また、如何なる事由があっても入会金、会費は返還されない。
3. 会員は、会費を納入せず、督促後なお会費を１カ月以上納入しないとき、会員資格を喪失するものとする。

第7条（会員権利）
会員は次の権利を有する。
1)本団体の総会に出席し、議決に参加することができる。
2)本団体の事業に参加し、その一部と連携することができる。
3)本団体が運営する実行委員会に参加することができる。
第8条（会員の義務）
会員は次の義務を負う。
1. 国内農水産物の普及に努力する。
2. 会員拡大に努める。
3. 会員の登録事項に変更が生じたときは、登録事項変更届を理事会事務局に提出する。
第9条（退会）
１． 会員が本団体を退会しようとするときは、別途定める退会届を理事会事務局に提出しなければならない。
２．会員は次のいずれかの一つに該当するときは、退会したものと見なす。
３．後見開始または補佐開始の審判を受けたとき。
４．死亡しまたは失踪宣告を受けたとき。
５．法人または団体が解散し、または破産したとき。
６．会費を納入せず、督促後なお会費を１カ月以上納入しないとき。
第10条（除名）
会員が暴力団や反社会的団体である、またはこれらと接触があると理事会が判断したときは直ちに除名することとする。また次のいずれかに該当するときは、理事会の議決を得て、これを除名することができる。
１．本団体の定款または規則に違反し、度重なる催促を受けても改善しないとき。
２．本団体の名誉を毀損しまたは本団体の目的に反する行為をしたとき。
第11条（会員の資格喪失に伴う権利及び義務）
会員が9条または前条の規定によりその資格を喪失したときは、本団体に対する権利を失う。また、未履行の義務及び規則に定めがある場合は、継続して義務を負う。
2．本団体は、会員がその資格を喪失した場合、既に納入した会費その他の拠出金品は返還しない。
第12条（事務所）
本団体は、主たる事務所を東京都又は首都圏に置く。
2．本団体は、理事会の議決を得て、必要な地に支部を置くことができる。
第13条（事業）
本団体は、団体の目的を資するために、次の事業を行う。
１．啓蒙活動

１）一次産業の振興、地域活性化に向けた活動

２）米、米粉や国内農産物の消費拡大のためのイベントの実施


３）「かかし宣言」プレートの普及

２．食糧自給率向上に向けた、販売促進活動、PR活動の実施、支援


１）国内農産物及び加工食品の国内外への販売促進支援


２）国内農産物を原料とした、化粧品、雑貨の国内外への販売促進支援

３．６次産業化、農商工連携事業の実施及び調査
４．震災復興支援


１）被災地の活性化に関係する事業の支援

２）被災地農地の土壌回復のための支援活動
５．医療、健康に関する調査、研究及び医農連携等に関する業務

６．その他、上記に付帯する業務
第14条（委員会、部会の設置等）
本団体の運営のため必要あるときは、理事会の議決により、委員会または部会を設置することができる。
2．委員会及び部会の委員は、会員のうちから理事長が選任する。
3．委員会及び部会の任務、構成並びに運営に関し必要な事項は、理事会の議決により別途定める。
第15条（事業年度）
本団体の事業年度は毎年3月1日から翌年2月末日までの年1期とする。
第16条（会員規約の追加、変更）
本規約に定めのない事項で必要と判断されるものについては、理事会の決議により定まる。
2．本団体は、理事会の決議により、本規約の全部または一部を変更することができる。
第17条（個人情報の保護）
本団体は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとする。
2．その他、個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会の議決により別途定める個人情報保護方針に関する規定による。
第18条（合意管轄）
会員と本団体の紛争については、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上、一般社団法人食農健の総ての会員に本規約を配付する。
　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年1月改定
